
   

別記様式第１号（第２条関係） 

 

職員の任免及び職員数に関する状況報告書 

 

１ 職員の採用状況（令和元年度）               （単位：人） 

区 分 試 験 選 考 合 計 

一般行政職 １ ０ １ 

  
事 務 職 １ ０ １ 

技 術 職 ０ ０ ０ 

 

２ 退職の状況（令和元年度）                 （単位：人） 

区 分 
定 年 

退 職 

早 期 

退 職 

そ の 他 

合 計 普通

退職 

分限

免職 

懲戒

免職 
失職 

死亡

退職 

任期

満了 

一般行政職 ８ ４ ８ ０ ０ ０ ０ ０ ２０ 

備考 表中に掲げる用語の意義は、次のとおりである。 

⑴ 定年退職 地方公務員法（昭和２６年法律第２６１号）第２８条の２第１

項の規定による退職 

⑵ 早期退職 任免権者が行う定年前早期退職募集に応じた退職 

⑶ 普通退職 自己都合による退職 

⑷ 分限免職 地方公務員法第２８条第１項の規定による免職 

⑸ 懲戒免職 地方公務員法第２９条の規定による免職 

⑹ 失  職 地方公務員法第２８条第４項の規定による失職 

⑺ 任期満了 定められた任期が満了したことによる退職 

 



   

別記様式第１号の２（第２条関係） 

 

職員の人事評価の状況報告書 

 

 地方自治法第２３条の２の規定に基づく人事評価（職員がその職務を遂行するに

当たり発揮した能力及び挙げた業績の評価）を実施し、評価結果を任用、給与、分

限等の基礎として活用するとともに、適切な指導等を行い組織としての人材育成を

図っている。 

 

１ 実施方法 

  能力評価及び業績評価で構成しており、内容・評価期間等は次のとおりである。 

区分 内容・評価期間 

能力評価 

評価項目ごとに定める着眼点に基づき、職務遂行において発揮さ

れた職員の能力を評価する。 

【評価期間】  １０月１日～翌年９月３０日 

業績評価 

期首にあらかじめ設定した業績目標の達成度を評価する。 

【評価期間】  前期 ４月１日～９月３０日 

            後期 １０月１日～翌年３月３１日 

 

２ 対象職員 

全職員（公益法人等への派遣職員及び臨時職員等を除く。） 

 

３ 評価者 

次のとおり対象職員の上位の管理職員を評価者とし、さらに部局内で調整を行

うものとして実施した。 

部 局 被評価者 評価者 調整者 決定者 

町 長 部 局 

部・次長職 副町長 ― 

任命権者 課 長 職 部・次長職 副町長 

課長補佐職以下 課長職 部長職 

教育委員会 
課 長 職 教育長 ― 

任命権者 
課長補佐職以下 課長職 教育長 

農業委員会 
課 長 職 総合支所長 副町長 

任命権者 
課長補佐職以下 課長職 副町長 

議   会 
課 長 職 総務部長 副町長 

任命権者 
課長補佐職以下 課長職 総務部長 

 



   

４ 評価結果の開示等 

  人事評価の結果は、被評価者に開示を行うとともに、評価の根拠となった事実

に基づき指導及び助言を行う。 

 

５ 研修等 

  評価者の評価能力向上のため「評価者研修」を、人事評価制度の運用向上のた

め、「人事評価研修」を実施した。 

 

６ 評価結果の活用 

  人事評価の結果は、昇給・勤勉手当の成績区分・任用の決定に活用した。 

 



別記様式第２号（第２条関係）

１　総括
⑴　人件費の状況（普通会計決算）

⑵　職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には、退職手当を含まない。
（注）２　職員数は、４月１日現在の職員数である。

⑶　ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

780,231

給与・定員管理等の状況報告書

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するた
        め、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給
        表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

（注）３　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均
　　　　したものである。

8,841

区分

30年度

千円 千円

職員数

Ａ

給　　　与　　　費

30年度
1,173,2636,870,491 78,677

人件費歳出額

給与費 Ｂ/Ａ給　料 職員手当 期末･勤勉手当 　 計　Ｂ

人

16.6

人件費率

17.1

（参考）一人当たり

区分

Ａ Ｂ Ｂ/Ａ

住民基本
台帳人口

(平成31年1月1日)

実質収支

124

（参考）

前年度の人件費率

％千円

（参考）類似団体平均

一人当たり給与費

％

人 千円 千円 千円 千円

488,359 198,29093,582

千円

※　平成３１年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、
　②３年連続で上昇している場合、③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

千円

6,292 5,554

（注）２　地域手当補正後ラスパイレス指数を括弧書きで表示することとなっているが、地域手当の支
　　　　給がなく補正前ラスパイレス指数と同数となるため、表示していない。

（注）３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれ
　　　　ており、職員数には当該職員を含んでいない。

H28 

98.9 
H28 

95.1 

H28 

96.3 

H29 

98.4 
H29 

95.2 

H29 

96.4 

H30 

98.2 
H30 

95.2 

H30 

96.4 

H31 

98.9 
H31 

95.2 

H31 

96.3 
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洞爺湖町 類団平均 全国町村平均 



⑷　給与改定の状況
①月例給

②特別給（期末・勤勉手当）

⑸　給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

［　実施　　未実施］

②地域手当の見直し
実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

　 ③その他の見直し内容

　⑹　特記事項

4.50月 4.50月

国の年間

（注）　「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイ
　　　レス比較した平均給与月額である。

―

― ― ― 0.09%

民間給与

人事委員会の勧告

勧　告公務員の　 較　差

人事委員会の勧告

Ａ

勧　告

Ｂ Ａ－Ｂ （改定率）

―

Ａ－Ｂ （改定月数） 支給月数

区分

元年度

（参考）

国の改定率

年間支給月数

（参考）

0.09%

給与改定率公務員給与 較　差

（注）　「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員
　　の支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支
給割合の見直し等に取り組むとされている。

　実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合
には、その理由））

（給料表の改定実施時期）　平成２７年４月１日
（内容）一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。若年層について
は、据え置き。高齢層については、最大４％の引き下げ。激変緩和のため、３年間（平成３０年３月３
１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

（支給割合）　給与法に定める割合により支給。（令和元年度の支給実績なし）
（実施時期）　平成２７年４月１日より実施。

元年度

割合　　Ａ

― ―

区分 民間の支給

支給月数　Ｂ

―

管理職員特別勤務手当、通勤手当及び単身赴任手当について、国と同様（管理職員特別勤務手当の支給
額は、国の半額）に見直しを実施。（平成２７年４月１日実施）



２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

①一般行政職

⑶　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成３１年４月１日現在）

180,700円

347,500円

370,850円

区　　　分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年

該当なし高 校 卒

大 学 卒 180,700円

324,416円

類似団体 41.7歳 300,128円 350,875円

北海道 国区　　　分

43.4歳 ―

43.7歳

一般行政職
大 学 卒 該当なし 336,100円

148,600円

洞爺湖町

高 校 卒 148,600円

369,045円

326,221円

329,433円 411,123円

180,700円

148,600円

平均給与月額
（国比較ベース）

洞爺湖町 44.1歳 330,366円 372,337円

区分 平均年齢 平均給料月額

（注）１　「平均給料月額」とは、平成３１年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
    　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの
　　　　すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。
　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を
　　　　除いたもの）で算出している。

平均給与月額

国

392,414円325,700円

384,823円

北海道

一般行政職

⑴　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成３１年４月１日現在）

⑵　職員の初任給の状況（平成３１年４月１日現在）



３　一般行政職の級別職員数等の状況

（注）１　洞爺湖町職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

（注）２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

１級
２級
３級
４級
５級
６級
７級

１級

393,000円

319,200円

21.1%

12.8% 410,200円

194,000円 304,200円

230,000円

職員数

350,000円

263,000円 381,000円

相当高度の知識又は経験を必要とする業
務を行う係員の職務

5.5%

288,900円

標準的な職務内容

247,600円

部長の職務 6人

26人

１号級の
給料月額

最高号級の
給料月額

係員の職務 144,100円

23.9%

７　級

20人 18.3%

４　級

362,900円 444,900円

６　級

係長の職務

課長補佐の職務

課長の職務、次長の職務

23人３　級

５　級

14人

8人 7.3%

区　分

１　級

構成比

12人 11.0%

２　級

主任の職務

⑴　一般行政職の級別職員数の状況（平成３１年４月１日現在）

１級 

11.0% 

１級 

10.7% 
１級 

6.2% 

２級 

7.3% 

２級 

1.9% ２級 

3.5% 

３級 

21.1% 
３級 

25.0% 
３級 

32.7% 

４級 

23.9% 

４級 

24.0% 

４級 

24.8% 

５級 

18.3% 

５級 

17.0% 

５級 

15.0% 

６級 

12.8% 

６級 

12.5% 

６級 

15.0% 

７級 

5.5% 

７級 

5.4% 

７級 

2.7% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

本年 １年前 ５年前 



⑵　国との給料表カーブ比較表

⑶　昇給への人事評価の活用状況（洞爺湖町）

ア　人事評価結果を活用している

イ　人事評価結果を活用していない

昇給実績が
ある区分

昇給実績が
ある区分

昇給可能な
区分

　標準、下位の区分

　上位、標準の区分

平成31年4月2日から令和2年4月1日までにおける運用 管理職 一般職

○

　標準の区分のみ（一律）

活用している昇給区分

　上位、標準、下位の区分 ○ ○

昇給可能な
区分

○

○

活用予定時期

○

国１級・町１級 

国２級・町２級 

国３級・町３級 

国４級・町４級 

国５級・町５級 

国６級・町６級 

国７級・町７級 国８級 

国９級 

国１０級 

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

給 

料 

月 

額 

昇 給  → 

平成３１年４月１日現在 

洞爺湖町（Ｈ３１） 

国家公務員（Ｈ３１） 

（百円） 



４　職員の手当の状況
⑴　期末・勤勉手当

○　勤勉手当への人事評価の活用状況（洞爺湖町）

ア　人事評価結果を活用している

イ　人事評価結果を活用していない

　上位、標準、下位の成績率

　標準、下位の成績率

　標準の成績率のみ（一律）

管理職 一般職

洞　　爺　　湖　　町 国

支給可能な
成績率

支給実績が
ある成績率

○

応募認定・定年

支給可能な
成績率

2.60月

（支給率）

○

　上位、標準の成績率 ○

期末手当 勤勉手当

2.60月

勤続２５年

47.709月

24.586875月

その他の加算措置

33.27075月

47.709月

39.7575月 47.709月

勤続２０年

39.7575月 47.709月

１人当り平均支給額 15,914千円 22,038千円

（定年前早期退職特例措置　２％～４５％加算）

（定年前早期退職特例措置　２％～４５％加算）

（支給率）

勤続２０年

勤続２５年

自己都合 応募認定・定年

勤続３５年

自己都合

19.6695月 24.586875月 19.6695月

その他の加算措置

47.709月最高限度額

28.0395月28.0395月 33.27075月

勤続３５年

最高限度額

1.85月

（1.45月）

職務の級等による加算措置
　役職段階別加算　5%～20%
　管理職加算　　 10%～25%

2.60月 1.85月

（加算の措置状況） （加算の措置状況）

1.85月

（平成30年度支給割合） （平成30年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

洞爺湖町 北海道 国

1,599千円 1,687千円

１人当たり平均支給額（30年度）１人当たり平均支給額（30年度）

（注）（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

（0.90月）（1.45月） （1.45月）

職務の級等による加算措置
　役職段階別加算　5%～20%
　管理職加算　　 10%～25%

（加算の措置状況）

職務の級等による加算措置
　役職段階別加算　5%～15%

47.709月

⑵　退職手当（平成３１年４月１日現在）

活用予定時期

―

（0.90月）

（平成30年度支給割合）

（0.90月）

支給実績が
ある成績率

○

令和元年度中における運用

○ ○

活用している成績率

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、30年度に退職した職員に支給された平均額である。



⑸　時間外勤務手当

197,258円

14,995,158円

176,413円

害虫駆除手当 従事した職員 害虫の駆除

支給実績（30年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（30年度決算）

支給実績（前年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（前年度決算）

16,766,961円

日額　３００円

げき薬取扱手当 従事した職員 げき薬の取扱い 日額　７５０円

特殊作業自動車運転手当 従事した職員 除雪車等の運転 日額　３００円

野犬掃とう手当 従事した職員 野犬の掃とう 日額　３００円

手当の名称

手当の種類（手当数） 5

0千円

主な支給対象職員 左記職員に対する支給単価主な支給対象業務

0円

支給実績（30年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（30年度）

87,900円

29,300円

2.4%

0%

支給職員１人当たり平均支給額（30年度決算）

0% 0人

支給職員１人当たり平均支給年額（30年度決算）

支給対象職員数支給対象地域

⑶　地域手当（平成３１年４月１日現在）

国の制度（支給率）支給率

支給実績（30年度決算）

昇降機点検手当 従事した職員 昇降機の点検 １台　１９０円

⑷　特殊勤務手当（平成３１年４月１日現在）



支給額を国の半
分としている。 243,000円

管理職特別勤
務手当

土日及び祝日に勤務を命じられた職員
に対し、１回6,000円(１回の勤務が６
時間を超える場合は9,000円)を、平日
深夜に勤務を命じられた職員に対し、
1回3,000円を支給

異なる 11,045円

5,400,521円 77,150円

寒冷地手当
地域、世帯等の区分に応じ月額8,800
円～23,360円を11月から3月まで支給

休日勤務手当
祝日に勤務を命じられた職員に対し、
１時間当りの給与額の100/135を支給

同じ

同じ

4,679,700円 77,995円

0円 0円

10,637,608円 85,100円

単身赴任手当
異動等により配偶者と住居を異にする
職員に対し月額30,000円を支給

同じ

通勤手当

交通機関を利用する職員に対し月額
55,000円限度に支給。自家用車等を使
用する職員に対し月額2,000円～
31,600円を支給

同じ

住居手当
借家等に居住する職員に対し27,000円
を限度に支給（月額）

同じ

支給職員１人当り
平均支給年額

（30年度決算）

26,956,800円 691,200円

9,139,565円 294,824円

16,194,760円 261,205円

管理職手当
管理監督の地位にある職員に対し、そ
の職の特殊性に基づき48,900円～
74,300を支給（月額）

同じ

扶養手当
扶養親族１人につき6,500円～13,000
円を支給（月額）

同じ

手当名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
（30年度決算）

⑹　その他の手当（平成３１年４月１日現在）



／

５　特別職の報酬等の状況（平成３１年４月１日現在）

副 町 長

　807,000円×在職年数×5.126　　　16,546,728円　　　　　　任期毎町 長

議 員 300,000円

副 町 長

議 長

副 議 長

議 員

284,000円

850,000円

（30年度支給割合）　　　４．４５月

（30年度支給割合）　　　４．４５月

320,000円 175,000円

議 長

退
職
手
当

（30年度支給割合）　　　４．４５月

（30年度支給割合）　　　４．４５月

　653,000円×在職年数×3.234　　　 8,447,208円　　　　　　任期毎

（算定式）　　　　　　　　　　　（１期の手当額）　　　（支給時期）

備 考

期
末
手
当

653,000円

306,000円

155,000円

（30年度支給割合）　　　４．４５月

町 長

360,000円 205,000円

副 議 長 233,000円

490,000円

807,000円

710,000円副 町 長

区　　　分 給　　料　　月　　額　　等

報

酬

（参考）類似団体における最高／最低額

給

料

町 長

185,000円

（注））２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、
　　　　１期（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額である。



６　職員数の状況
⑴　部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
（注）２　〔　　〕内は、条例定数の合計である。

区　分

部　門

普
通
会
計
部
門

税　　務

民　　生

衛　　生

農林水産

土　　木

計

一
般
行
政
部
門

56歳

59歳 以上51歳 55歳

～～

52歳48歳

～
-        

-        

△2人    

△1人    

2人      

33人     34人     

6人      

1人      

水　道

2人      議　　会

総　　務

8人      

16人     14人     

教育部門

商　　工

小　　計

未満

141人    

127人    124人    

4人      

20歳

4人      

10人     

～ ～

28歳

～

11人     

～

その他

計

24歳

会
計
部
門

下水道

合　　　　計

⑵　年齢別職員構成の状況（平成３１年４月１日現在）

△1人    

4人      

3人      

6人      

△2人    

△5人    

19人     

40歳

△2人    

17人     

△1人    

5人      

15人     16人     

8人      

44歳

110人    108人    

17人     16人     

6人      

23人     

60歳

△1人    

-        

△3人    

△1人    

1人      

-        

0人 141人19人 24人 25人 15人6人

27歳

8人

24人     

区　分

32歳 36歳

23歳

～

47歳

<参考>
　人口１万人当たり職員数　122.15人
（類似団体の人口１万人当たりの職員数　112.59人）

43歳

～～

35歳

公
営
企
業
等

17人

職　　員　　数

146人    <参考>
　人口１万人当たり職員数　159.48人

8人

〔0〕

39歳

計

職員数 4人 6人

平成31年平成30年

9人

～

20歳

〔214〕 〔214〕

31歳

対 前 年
増 減 数

主　な　増　減　理　由

<参考>
　人口１万人当たり職員数　140.25人
（類似団体の人口１万人当たりの職員数　135.64人）

0.0%
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4.0%
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8.0%

10.0%
12.0%
14.0%
16.0%
18.0%
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以
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本年 5年前 



⑶　職員数の推移
（単位：人・％）

113

－

６級
次長の職務、課長の職務、
会計管理者

14人 9.9%

28年

⑷　等級別基準職務表の区分ごとの職員数等（平成３１年４月１日現在）

公営企業会計 計

普通会計 計 127 124

17

144 134

19 19 17

126

17

一般行政

部門別
29年

過去５年間
の増減数（率）

31年

105 107

30年

－

122

年　度
27年26年

総 合 計

－

31 29

161 151 144

教　　育

消　　防

16

－

17

146141

18

－－ －

△ 5

19 (△ 48.39)

－

(△ 13.89)

△ 1518

   1人

  21人

   1人 22人

6人

△ 20 (△ 12.42)141

 主任校務員

 計

合　計

特に高度の知識又は経験を
必要とする業務を行う職務

係長の職務

課長補佐の職務

等級

23.5%

141人 100%

29.8%

15人

７級 部長の職務

主任の職務

23人

6人 4.3%

42人３級

４級

５級

 主事

33人

定型的な業務を行う職務

 主事

 計

16.3%

１級

２級

10.7%

8人 5.6%

基準となる職務

   4人

   2人

 主査

 計

人数  割合

 主任栄養士

  14人

 課長

 保育所所長

 会計管理者

   2人

  22人

   1人

   1人

部
長
級

 センター長

 計

 主幹

 計

4.3%

23.5%

 統括保育所所長

   1人

   1人

 教育次長

 計

 保育士主任

 次長

 計

 館長

 参与

係
員
級

  23人

 主任保健師

42人

 保育士

 保健師

   1人

  15人

   7人

  24人

△ 20

108

主
任
級

   1人

  11人

 学芸員

   8人

  12人

 主任

  42人

 職名
 内訳

人数人数

(△ 4.42)110

(0.00)

  30人

   3人

課
長

補
佐
級

15.6%

割合

 部長

   6人

104

 職制上の段階

   2人

課
長
級

9.9%14人

33人

16.3%

段階

   1人

係
長
級

29.8%

  33人

 所長

0

   2人

   1人

   9人

 総合支所長    1人



７　公営企業職員の状況（水道事業）
⑴　職員給与費の状況（決算）

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
（注）２　職員数は、３月３１日現在の職員数である。

特記事項

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当を含む。

⑶　職員の手当の状況
①期末手当・勤勉手当

千円 千円

3

千円 千円

（参考）類似団体平均

実質収支

職員手当 期末･勤勉手当 給与費 Ｂ/Ａ

（参考）一人当たり

（参考）
29年度の総費用に占
める職員給与費比率

一人当たり給与費

3,563

　 計　Ｂ

Ｂ

総費用に占める職員純損益又は
区分

16,973 5.72

千円

296,927 6.21
30年度

％

給与費比率　Ｂ／Ａ

総費用

Ａ

千円 ％

職員給与費

千円

区分
職員数 給　　　与　　　費

Ａ 給　料

11,413

千円千円
30年度

人

区分 平均年齢 基本給 平均月収額

5,9751,142 4,418 16,973 5,658

471,472円

団体平均 44.3歳 340,929円 514,169円

洞爺湖町 43.0歳 317,027円

期末手当勤勉手当

１人当たり平均支給額（30年度）

1,599千円

（30年度支給割合）

（加算の措置状況）

（30年度支給割合）

１人当たり平均支給額（30年度）

1,472千円

1.85月

職務の級等による加算措置
　役職段階別加算　5%～15%

勤勉手当

2.60月 1.85月

期末手当

洞爺湖町

職務の級等による加算措置
　役職段階別加算　5%～15%

（加算の措置状況）

2.60月

洞爺湖町（一般行政職）

⑵　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成３１年４月１日現在）



⑹　時間外勤務手当

自己都合 応募認定・定年

洞爺湖町（一般行政職）

28.0395月 33.27075月勤続２５年

勤続２０年19.6695月

33.27075月

１人当り平均支給額

0千円

47.709月

最高限度額 47.709月 47.709月 最高限度額

勤続３５年 47.709月

15,914千円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

その他の加算措置その他の加算措置

0千円

（定年前早期退職特例措置　２％～４５％加算）

0千円

0% 0人 0%

支給実績（30年度決算） 0円

支給職員１人当たり平均支給年額（30年度決算） 0円

職員全体に占める手当支給職員の割合（30年度） 0.0%

手当の種類（手当数） 5

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

野犬掃とう手当 従事した職員 野犬の掃とう 日額　３００円

特殊作業自動車運転手当 従事した職員 除雪車等の運転 日額　３００円

げき薬取扱手当 従事した職員 げき薬の取扱い 日額　７５０円

害虫駆除手当 従事した職員 害虫の駆除 日額　３００円

支給実績（30年度決算） 230,297円                         

昇降機点検手当 従事した職員 昇降機の点検 １台　１９０円

職員１人当たり平均支給年額（30年度決算） 115,148円                         

支給実績（前年度決算） 310,372円                         

職員１人当たり平均支給年額（前年度決算） 155,186円                         

勤続２５年 28.0395月

（定年前早期退職特例措置　２％～４５％加算）

19.6695月

39.7575月

洞　　爺　　湖　　町

（支給率） 自己都合

勤続２０年 24.586875月

１人当り平均支給額

（支給率）

22,038千円

47.709月

勤続３５年 39.7575月

24.586875月

47.709月

応募認定・定年

0円支給職員１人当たり平均支給額（30年度決算）

支給実績（30年度決算）

⑸　特殊勤務手当（平成３１年４月１日現在）

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、30年度に退職した職員に支給された平均額である。

②　退職手当（平成３１年４月１日現在）

⑷　地域手当（平成３１年４月１日現在）



国の制度と
異なる内容

支給実績
（30年度決算）

支給職員１人当り
平均支給年額

（30年度決算）

管理職手当
管理監督の地位にある職員に対し、そ
の職の特殊性に基づき48,900円～
74,300を支給（月額）

同じ 586,800円 586,800円

手当名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

扶養手当
扶養親族１人につき6,500円～13,000
円を支給（月額）

同じ

0円 0円

住居手当
借家等に居住する職員に対し27,000円
を限度に支給（月額）

同じ

78,000円 78,000円

0円 0円

0円 0円

通勤手当

交通機関を利用する職員に対し月額
55,000円限度に支給。自家用車等を使
用する職員に対し月額2,000円～
31,600円を支給

単身赴任手当
異動等により配偶者と住居を異にする
職員に対し月額30,000円を支給

同じ

同じ

寒冷地手当
地域、世帯等の区分に応じ月額8,800
円～23,360円を11月から3月まで支給

同じ

休日勤務手当
祝日に勤務を命じられた職員に対し、
１時間当りの給与額の100/135を支給

同じ

247,400円 82,466円

日直手当
日直勤務を命じられた職員に１回
4,200円を支給

管理職特別勤
務手当

土日及び祝日に勤務を命じられた職員
に対し、１回6,000円(１回の勤務が６
時間を超える場合は9,000円)を、平日
深夜に勤務を命じられた職員に対し、
1回3,000円を支給

0円 0円

0円

0円 0円異なる
支給額を国の半
分としている。

同じ 0円

⑺　その他の手当（平成３１年４月１日現在）



   

別記様式第３号（第２条関係） 

 

職員の勤務時間その他の勤務条件の状況報告書 

 

１ 勤務時間の状況（平成３１年４月１日現在） 

１週間の勤務時間 
勤 務 時 間 の 割 振 り 

始 業 終 業 休憩時間 休息時間 週休日 

３８時間４５分 ８：４５ １７：３０ 
１２：００

～ 
１３：００ 

  -  土・日 

備考１ 「１週間の勤務時間」は、地方公務員法第２４条第６項の規定に基づき

条例で定められた職員の勤務時間である。 

   ２ 「勤務時間の割振り」は、月曜日から金曜日の午前８時４５分から午後

５時３０分の時間帯（それに準じた時間帯）に勤務時間が割振られている職

員の勤務時間である。 

 

２ 年次休暇の状況（平成３１年４月１日～令和２年３月３１日） 

総付与日数 総使用日数 全期間在職職員数 一人当たり平均使用日数 

  ５，０４０日 １，３６２日 １３２人  １０．３日 

備考１ 「全期間在職職員数」は、当該年度の全期間在職した職員の合計とし、

当該期間中に育児休業、分限休職の事由がある職員及び派遣職員を除く。 

   ２ 「総付与日数」は、当該年度の４月１日現在において全期間在職した職

員に付与された日数（前年度からの繰越分を含む。）の合計である。 

   ３ 「総使用日数」は、全期間在職した職員の使用した年次休暇の合計であ

る。 

 



   

別記様式第４号（第２条関係） 

 

職員の勤務時間その他の勤務条件の状況報告書 

 

１ 分限処分の状況（令和元年度）               （単位：件） 

処分事由 地方公務員法 降 任 免 職 休 職 合 計 

勤務成績が良くない

場合 
第２８条第１項第１号 ０ ０ ０ ０ 

心身の故障の場合 
第２８条第１項第１号 

     第２項第１号 
０ ０ ４ ４ 

職に必要な適格性を

欠く場合 
第２８条第１項第３号 ０ ０ ０ ０ 

職制、定数の改廃、予

算の減少により廃職、

過員を生じた場合 

第２８条第１項第４号 ０ ０ ０ ０ 

刑事事件に関し起訴

された場合 
第２８条第２項第２号 ０ ０ ０ ０ 

地方公務員法第２８条第４項により失職した者 ０ ０ ０ ０ 

職員の分限に関する手続及び効果に関する条例

第５条により失職しなかった者 
０ ０ ０ ０ 

合 計 ０ ０ ４ ４ 

備考１ 職員のうち、地方公務員法及び職員の分限に関する手続及び効果に関する

条例（平成１８年洞爺湖町条例第２０号）に基づき分限処分に付された者の

状況であり、当該年度において同一の者が複数回にわたって分限処分に付さ

れた場合は、重複して計上している。 

  ２ ２以上の処分事由により分限処分に付された場合は、主たる処分事由に計

上している。 

  ３ 休職に付されている者の休職期間が更新された場合は、その都度計上して

いる。 

 

２ 懲戒処分の状況（令和元年度）               （単位：件） 

処分内容 戒 告 減 給 停 職 免 職 合 計 

処分者数 １ １ ０ ０ ２ 

 



   

別記様式第５号（第２条関係） 

 

職員の服務の状況報告書 

 

営利企業等の状況（令和元年度） 

営利企業等の従事許可申請 申請件数 許可件数 

０件 ０件 ０件 

備考 地方公務員法第３８条及び洞爺湖町職員服務規程（平成１８年洞爺湖町訓令

第１７号）第１９条の規定に基づく営利企業等の従事許可の状況である。 



   

別記様式第５号の２(第２条関係) 

 

職員の退職管理の状況報告書 

 

 課長職以上の職にあった職員が、退職後２年以内に再就職する場合は、元職員か

らの働きかけを規制するとともに、町への届出を義務付けており、再就職の届出状

況については、次のとおりである。 

 

再就職の届出状況（令和元年度） 

退職年度 届出件数 

平成３０年度 １件 

 



   

別記様式第６号（第２条関係） 

職員の研修の状況報告書 

１ 研修の状況（令和元年度） 

研修の名称 研修の内容 対象者 実施回数 修了者数 

経営能力研修 

管理能力研修 管理職員 １ １名 

新任管理者研修 管理職員 １ １名 

管理者研修 管理職員 １ ２名 

監督者研修 係長職員 １ ２名 

組織のﾀｲﾑﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研修 係長職員 １ ２名 

専門能力研修 

法務基礎研修 一般職員 １ ３名 

法務実務研修 一般職員 １ ２名 

採用５年未満職員の研修 一般職員 １ ２名 

採用１年後研修 一般職員 １ ８名 

新規採用職員研修 新規職員 １ １名 

専門研修研修（土木等） 一般職 ５ ５名 

保育士研修 保育士 １ ５名 

保健師・栄養士専門研修 
保健師 

栄養士 
１ １名 

政策形成能力

研修 

創造性開発研修 一般職員 １ １名 

いぶりトーク２０１９ 一般職員 １ １名 

対人能力研修 

折衝力・交渉力研修 一般職員 １ １名 

クレーム対応研修 一般職員 １ １名 

コミュニケーション研修 一般職員 １ ２名 

職場内研修 

能力向上研修 一般職員 １ ５３名 

まちづくり研修 若年職員 １ １５名 

人事評価評価者研修 管理職員 １ ３０名 



   

別記様式第７号（第２条関係） 

 

職員の福祉及び利益の保護の状況報告書 

 

１ 厚生制度の状況（令和元年度） 

区 分 内 容 実施状況 

職員の保健に関すること 

健康診断（嘱託職員含む。） １３２名 

総合健康診断 １１１名 

脳ドック健診  １０名 

ストレスチェック（嘱託職員含

む。） 
１９１名 

職員の元気回復に関すること パークゴルフ大会  ２９名 

 

 ※ 福祉協会への公費負担等について 

   洞爺湖町は、道内の市町村職員の福祉の増進と生活の安定のため相互共済を

図る「北海道市町村職員福祉協会」に加入しています。 

   この組織は、加入する市町村職員の掛金と公費からの支出により運営されて

います。令和元年度の洞爺湖町の公費の負担状況は下記のとおりです。 

加入する互助会の名称 公費補助総額（率） 
一人当たりの 

交付負担額 

北海道市町村職員福祉協会 ３５３千円（50％） ２，５０３円 

   注 北海道市町村職員福祉協会の詳しい事業内容については、福祉協会の

ホームページをご覧下さい。 



   

２ 公務災害補償の状況 

⑴ 公務災害（令和元年度） 

前年度末現在 

未処理件数 
受理件数 

認 定 件 数 
取下げ件数 

年 度 末

未処理件数 公務上 公務外 

０ １ １ ０ ０ ０ 

備考 地方公務員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号）に基づく職員の公務災

害補償の状況である（（２）において同じ）。 

 

⑵ 通勤災害（令和元年度） 

前年度末現在 

未処理件数 
受理件数 

認 定 件 数 

取下げ件数 
年 度 末

未処理件数 通 勤 災 害 

該 当 

通 勤 災 害 

非 該 当 

０ ０ ０ ０ ０ ０ 

 



   

別記様式第８号（第３条関係） 

 

勤務条件に関する措置の要求の状況報告書 

  （令和元年度）  

区 分 

前 年 度 末

現 在 未 処

理 件 数 

措 置 要 求

件 数 
処理件数 

  

年 度 末 現

在 未 処 理

件 数 

前年度末現

在未処理件

数に係る処

理 件 数 

今年度の措

置要求件数

に係る処理

件 数 

給 与 （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） 

勤務時間 （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） 

休 暇 （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） 

そ の 他 （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） 

計 （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） 

備考 １ 件数は、措置要求をした個々の職員１人をもって１件とし、数人の職員

が共同で措置要求した場合も職員１人をもって１件としている。また、１

人の職員が２以上の異なる区分について同時に措置要求した場合は、それ

ぞれを１件としている。 

   ２ 「措置要求件数」は、公平委員会に対して措置要求がなされたものすべ

て件数である。 

   ３ 「処理件数」には、措置要求が適法要件を欠くため、実体審理に入らな

いで不受理（却下）としたものも含む。 

   ４ 各欄の括弧書は事案数を計上し、審理の過程において併合が行われた場

合には１事案とし、分離が行われた場合にはそれぞれ１事案としている。 



   

別記様式第９号（第３条関係） 

 

不利益処分に関する不服申立ての状況報告書 

 （令和元年度）  

区 分 

前 年 度 末

現 在 未 処

理 件 数 

不 服 申 立

て 件 数 
処理件数 

  

年 度 末 現

在 未 処 理

件 数 

前年度末現

在未処理件

数に係る処

理 件 数 

今年度の不

服申立て件

数に係る処

理 件 数 

分限処分 （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） 

懲戒処分 （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） 

転 任 （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） 

そ の 他 （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） 

計 （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） （ ０ ） 

備考 １ 件数は、不服申立てをした個々の職員１人をもって１件としている。 

   ２ 「不服申立て件数」は、公平委員会に対して不服申立てがなされたもの

すべて件数である。 

   ３ 「処理件数」には、不服申立てが適法要件を欠くため、実体審理に入ら

ないで不受理（却下）としたものも含む。 

   ４ 各欄の括弧書は事案数を計上し、審理の過程において併合が行われた場

合には１事案とし、分離が行われた場合にはそれぞれ１事案としている。 


